
未来に応える三菱製鋼
あ     す

第90期 報 告 書

平成25年4月1日～平成26年3月31日

株主の皆様へ



　株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り厚く
御礼申し上げます。
　ここに、第90期（平成25年４月１日から平成26年
３月31日まで）の会社概況についてご報告申し上げ
ます。

　当社グループを取りまく経営環境は、主要な需要先である自動車業界において、国内市場は緩やかな回復に加え、消費税率引き上
げに伴う駆け込み需要がありました。また、中国市場は緩やかに回復し、北米市場は引き続き堅調に推移しました。建設機械業界は
鉱山用建設機械の需要が低迷したものの、全体としては前年の需要停滞と大幅な在庫調整の局面から回復しました。
　このような状況下、連結売上高は、前期比54億１千９百万円（5.1％）増収の1,115億７千５百万円となりました。連結経常利益
は、前期比21億９千３百万円（58.9％）増益の59億１千５百万円となりました。また、連結当期純利益は、33億７千３百万円とな
りました。
　当期の期末配当につきましては、業績、配当性向、内部留保資金などを総合的に勘案した結果、１株当たり２円50銭とさせてい
ただきましたので、１株当たりの年間配当は５円となりました。
　株主の皆様には、今後とも一層のご指導とご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。
      　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成26年６月　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第90期の業績

ご挨拶

取締役社長

当社グループの課題
　当社グループを取りまく経営環境は、　国内では鉱山用建設機械需要の回復時期の不透明感、原材料価格及びエネルギーコストの
変動、海外では新興国経済の先行き不透明感等の懸念材料があるものの、総じて国内外ともに景気の緩やかな回復が続くと予想して
おります。このような環境を踏まえ、以下について重点的に取り組んでまいります。

国内競争力の追求 グローバル化の推進 総合力の強化
　国内コスト競争力を追求し、営業・
製造・技術部門が連携し、新たな商品
開発、技術力の向上を目指します。

　新興国での供給能力増強や販売地域
の拡大に努め、需要の取り込みを加速
してまいります。

　引き続き人材育成と新技術の開発に
力を入れ、「特殊鋼をつくり、加工する会
社」として素材から製品まで一貫して
手がける総合力を強化してまいります。
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業績の推移

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度
（予想）
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連結営業利益
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連結当期純利益
（単位：億円）
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ばね事業
主な製品、事業所
●製　品　自動車サスペンション用ばね・建設機械用ばね、
　　　　　情報通信機器用部品（機構部品・アンテナ等）、自動車補給部品　他

41％

442 475440429

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

２３．５ ２５．８
１１．４

△３．２

売上高（単位：億円） 経常利益（単位：億円）

売上高構成比 事業の状況
　ばね事業につきましては、国内では消費税率引き上げに伴う駆け込
み需要の影響、中国での新規受注、北米での為替の影響等により、売
上高は、前期比32億６千７百万円（7.4％）増収の475億円となりま
した。経常利益は、売上増及び北米子会社の収益改善により、前期比
２億３千３百万円（9.9％）増益の25億８千４百万円となりました。

重要施策
　アジアを中心とした新興国の需要増に対応するため、インドにおけ
る合弁会社を軌道に乗せ、グローバルな供給体制の構築を進めてまい
ります。 また、千葉製作所の開発体制を強化し、技術・コスト競争力
を追求してまいります。北米事業では、引き続き改善に取り組むとと
もに受注拡大に注力してまいります。

●事業所　国内1工場（千葉県 市原市）、海外5工場（中国、カナダ、米国、フィリピン、インド）       

セグメント別状況
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特殊鋼鋼材事業
主な製品、事業所
●製　品　機械構造用炭素鋼・合金鋼、ばね鋼、工具鋼、非調質鋼、快削鋼、軸受鋼
●事業所　国内1工場（北海道 室蘭市）       

41％

414
474

680
612

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

2.8
17.7

73.972.2

売上高（単位：億円） 経常利益（単位：億円）

売上高構成比 事業の状況
　特殊鋼鋼材事業につきましては、主要顧客である建設機械向けの緩
やかな需要回復及び海外向け販売増により、売上高は、前期比60億５
百万円（14.5％）増収の474億２千５百万円となりました。経常利益
は、売上げの増加及びコスト改善効果により、前期比14億９千２百万
円（526.6％）増益の17億７千５百万円となりました。

重要施策
　三菱製鋼室蘭特殊鋼株式会社では引き続きコスト改善を推進し、国
内外とも新規顧客への拡販に重点をおいてまいります。また、現在進
めておりますインドネシアでのばね鋼の生産・販売体制の早期確立を
目指してまいります。
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セグメント別状況

素形材事業
主な製品、事業所
●製　品　精密鋳造品、特殊合金粉末、建設機械用耐摩耗鋳鋼品、鋳造磁石　他
●事業所　国内1工場（福島県 会津若松市）、海外1工場（タイ）       

8％

１１８ １２６ １１７ ９７

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H24年度H22年度 H23年度 H25年度

１０．２ ５．５
１６．８１４．６

売上高（単位：億円） 経常利益（単位：億円）

売上高構成比 事業の状況
　素形材事業につきましては、精密鍛造品撤退の影響及び鉱山用建設
機械部品の需要減があり、磁気製品とターボチャージャー部品の需要
回復があったものの売上減を補えず、売上高は、前期比20億５千１百
万円（17.4％）減収の97億７百万円となりました。経常利益は、売上
げの減少及び為替の影響により、前期比４億６千９百万円（45.7％）
減益の５億５千７百万円となりました。

重要施策
　MSM (THAILAND) CO.,LTD. では今後の需要増が見込まれるター
ボチャージャー用タービンホイールの量産を開始します。また、現在
開発中の軟質磁性材粉末等の量産化を行い、売上げの拡大を進めてま
いります。
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機器装置事業
主な製品、事業所
●製　品　鍛圧機械、一般産業機械及びプラント、鉄構品、環境機器　他
●事業所　国内1工場（長崎県 長崎市）       

7％

H24年度H22年度 H23年度 H25年度

96 86103１14
5.1 7.06.18.5

H24年度H22年度 H23年度 H25年度

売上高（単位：億円） 経常利益（単位：億円）

売上高構成比 事業の状況
　機器装置事業につきましては、前年下期から受注は回復傾向である
ものの、円高時の受注低迷の影響が残り、売上高は、前期比９億６千
万円（10.0％）減収の86億８千５百万円となりました。経常利益は、
売上げが減少したものの、採算改善及び為替の影響により、前期比１
億９千４百万円（38.0％）増益の７億４百万円となりました。

重要施策
　三菱長崎機工株式会社では国内外への新分野・新製品の拡販に努め、
持続的成長を目指してまいります。そのために新技術の開発、生産技
術の向上に注力し、総合エンジニアリング会社を目指してまいります。
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トピックス

　技術援助契約の相手先であるインドのばねメーカー
Stumpp Schuele & Somappa Springs社との間に、
建設機械用太巻ばねを製造する会社と自動車用巻ばね
及びスタビライザを製造する会社の２社を設立しました。
　主要顧客である自動車メーカー及び建設機械メー
カーの海外生産の拡大及びこれに伴う部品の現地調達
化ニーズに対応してまいります。

　当社グループのMSSC US INC.
で製造している巻ばねが、主要顧客
のクライスラー社RAMピックアップト
ラック（2014年モデル）に採用され、
同車種の開発・立ち上げへの協力に
対しクライスラー社より表彰を受けま
した。リヤサスペンションを従来の板
ばねから巻ばねに替えたことにより
乗り心地が向上し、米国の業界誌か
ら高い評価を受けています。

開発・立ち上げへの協力に対しクライスラー社より表彰を受けました

合弁会社設立調印式

インドにおける合弁会社設立

クライスラー社のピックアップトラックに巻ばねが採用

バンガロール チェンナイ 建設機械用太巻ばね
スタビライザ

自動車用巻ばね
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　当社グループのMSM(THAILAND)CO., 
LTD.は、世界的な環境規制強化を背景として、
大幅な需要増が見込まれているターボチャー
ジャーの心臓部に使用されるタービンホイー
ルの量産を開始しました。さらに量産に対応
するため、タービンホイール専用の一貫製造
工場の建設に着手し年内に立ち上げる予定で
す。

　当社グループの三菱長崎機工株式会社
は、リング圧延設備に関する研究開発を目
的とし、社内実証機「ＭＲＸ－１０００」を設
置しました。これは、リング圧延後の機械
加工を最小とするニアネットシェイプ成形を
目指すものです。今後は、そのノウハウと
ともにリング圧延機の拡販に取り組んでま
いります。

MRX-1000

ニアネットシェイプ成形技術

ターボチャージャーカット図

タービンホイール

圧延された異形リング　 断面図

リング圧延によるニアネットシェイプ成形技術の研究開発

小型ガソリンエンジン向けタービンホイールの量産開始

10mm
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（単位:百万円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

（資産の部）

流動資産

現金及び預金

受取手形及び売掛金

有価証券

たな卸資産

その他

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

土地

その他

無形固定資産

のれん

その他

投資その他の資産

投資有価証券

その他

66,779

10,515

23,327

15,500

15,070

2,365

48,341

26,177

9,890

8,891

6,122

1,273

2,847

1,005

1,841

19,316

16,105

3,210

（負債の部）

流動負債 30,100

支払手形及び買掛金 16,243

短期借入金 8,085

その他 5,771

固定負債 25,259

長期借入金 11,505

その他 13,753

負債合計 55,359

（純資産の部）

株主資本 52,340

資本金 9,924

資本剰余金 3,605

利益剰余金 39,880

自己株式 △1,069

その他の包括利益累計額 1,747

その他有価証券評価差額金 4,418

繰延ヘッジ損益 △14

為替換算調整勘定 △589

退職給付に係る調整累計額 △2,066

少数株主持分 5,671

純資産合計 59,760

資産合計 115,120 負債・純資産合計 115,120

（注）有形固定資産の減価償却累計額　　　72,811百万円

連結貸借対照表の要旨（平成26年３月31日現在）

連結財務諸表
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（平成25年4月1日から平成26年3月31日まで） （単位:百万円）
株主資本 その他の包括利益累計額

少数株主
持　分

純資産
合　計資本金 資　本

剰余金
利　益
剰余金

自己
株式

株主資本
合計

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当期首残高 9,924 3,605 37,045 △1,068 49,507 3,710 ― △831 ― 2,879 6,153 58,540
当連結会計年度変動額 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

剰余金の配当 △539 △539 △539
当期純利益 3,373 3,373 3,373
自己株式の取得 　 　 　 △0 △0 　 　 　 　 △0
株主資本以外の項目の当
連結会計年度変動額(純額) 　 　 　 　 707 △14 241 △2,066 △１,131 △481 △1,613

当連結会計年度変動額合計 ― ― 2,834 △0 2,833 707 △14 241 △2,066 △１,131 △481 1,220
当期末残高 9,924 3,605 39,880 △1,069 52,340 4,418 △14 △589 △2,066 1,747 5,671 59,760

（平成25年4月1日から平成26年３月31日まで） （単位:百万円）

科　　目 金　　額

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,522

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,484

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,981

現金及び現金同等物に係る換算差額 287

現金及び現金同等物の減少額 △655

現金及び現金同等物の期首残高 26,671

現金及び現金同等物の期末残高 26,015

連結損益計算書の要旨 連結キャッシュ・フロー計算書の要旨

（注）	現金及び預金勘定	 10,515百万円
	 有価証券勘定に含まれる譲渡性預金	 15,500百万円
	 現金及び現金同等物	 26,015百万円

（平成25年4月1日から平成26年３月31日まで） （単位:百万円）

科　　目 金　　額
売上高 111,575
売上原価 94,619
売上総利益 16,955
販売費及び一般管理費 12,206
営業利益 4,748
営業外収益 1,761
営業外費用 595
経常利益 5,915
特別利益 131
特別損失 36
税金等調整前当期純利益 6,010
法人税、住民税及び事業税 1,515
法人税等調整額 1,128
少数株主損益調整前当期純利益 3,366
少数株主損失 6
当期純利益 3,373

（注）1株当たりの当期純利益　　　21円90銭

連結株主資本等変動計算書
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当社グループの概況（平成26年６月20日現在）

本 社 東京都中央区晴海三丁目2番22号

設 立 昭和24年12月

資 本 金 99億2千4百万円（平成26年３月31日現在）

事 業 所 千葉製作所、広田製作所

支 社 中部（名古屋）

支 店 大阪

営 業 所 福岡、広島

アフターパーツ補給サービスセンター全国16ヵ所

海 外 事 務 所 デュッセルドルフ（ドイツ）

子 会 社 国内

  三菱製鋼室蘭特殊鋼株式会社

  三菱長崎機工株式会社

  菱鋼運輸株式会社

海外

  MSSC CANADA INC.

  MSSC US INC.

  寧波菱鋼弾簧有限公司

  MSM SPRING INDIA PVT. LTD.

  MSM CEBU, INC. 

  PT. MSM INDONESIA

  MSM（THAILAND）CO.,LTD.

  

会社概要

＊印は代表取締役であります。
髙島正之、菱川　明、與良俊明、南　光雄、関根修一郎の５氏は
会社法に定める社外役員であり、独立役員として株式会社東京証
券取引所に届け出ております。

１．
２．

＊ 取 締 役 社 長 大　野 信　道

＊ 常 務 取 締 役 佐　藤 弘　志

常 務 取 締 役 佐　藤 基　行

取 締 役 髙　島 正　之

取 締 役 菱　川 　　明

取 締 役 髙　川 　　繁

取 締 役 細　井 常　雄

取 締 役 山　口 　　仁

監 査 役（ 常 勤 ） 與　良 俊　明

監 査 役（ 常 勤 ） 班　目 健　二

監 査 役 南　　 光　雄

監 査 役 関　根 修一郎
（注）

当社の役員（平成26年６月20日現在）
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当社の株式の状況（平成26年３月31日現在）

発行済株式の総数 156,556,683株
株主数　 14,674名
大株主　　

株　主　名 持株数（千株） 持株比率（%）

三 菱 重 工 業 株 式 会 社 10,000 6.5

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 7,152 4.6

株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 6,250 4.1

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 3,542 2.3

三 菱 U F J 信 託 銀 行 株 式 会 社 3,420 2.2

東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社 3,412 2.2

三 菱 商 事 株 式 会 社 3,352 2.2

三 菱 製 鋼 共 栄 会 2,716 1.8

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 2,536 1.6

新 日 鐵 住 金 株 式 会 社 2,260 1.5

（注）持株比率は、自己株式2,522千株を控除して計算しております。

当社の所有者別株式数（平成26年３月31日現在）

合計
156,556千株

所有者 株数（千株） 構成比（%）

■ 金融機関 46,915 30.5

■ 金融商品取引業者 5,523 3.6

■ 事業法人・その他法人 34,015 22.1

■ 外国法人等 20,762 13.5

■ 個人・その他 46,817 30.3
（注）構成比は、自己株式2,522千株を控除して計算しております。

株式情報
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三菱製鋼室蘭特殊鋼株式会社
（室蘭市）

広田製作所
（会津若松市）

菱鋼運輸株式会社
（市川市）

千葉製作所
（市原市）本社

（東京都中央区）

MSSC US INC.
（米国  ケンタッキー州
  ホプキンスビル市）

MSSC CANADA INC.
（カナダ  オンタリオ州
  チャタム市）寧波菱鋼弾簧有限公司

（中国  浙江省  寧波市）

デュッセルドルフ事務所
（ドイツ  デュッセルドルフ市）

MSM SPRING INDIA PVT. LTD.
（インド  タミル・ナードゥ州  チェンナイ）

MSM（THAILAND）CO., LTD.
（タイ  チョンブリ県　シラチャ郡）

MSM CEBU, INC.
（フィリピン  セブ州  ラプラプ市）

中部支社
（名古屋市）

大阪支店
（大阪市）

広島営業所
（広島市）

福岡営業所
（福岡市）

三菱長崎機工株式会社
（長崎市）

PT. MSM INDONESIA
（インドネシア  東ジャワ州  グレシック市）

本社　　事業所　　営業拠点　　海外事務所
サービスセンター　　子会社

ネットワーク

海外拠点

国内拠点
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事 業 年 度 4月1日から翌年3月31日まで

定 時 株 主 総 会 6月下旬

同総会権利行使 3月31日株 主 確 定 日

期末配当の基準日 3月31日

中間配当の基準日 9月30日

株主名簿管理人 三菱UFJ信託銀行株式会社特別口座の口座管理機関

同 連 絡 先 三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
〒137-8081
東京都江東区東砂7丁目10番11号
℡　0120-232-711（通話料無料）（平日9:00-17:00）

公 告 の 方 法 電子公告により行います。
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をする
ことができない場合は、日本経済新聞に掲載して行います。
公告掲載URL http://www.mitsubishisteel.co.jp/

証 券 コ ー ド 5632

（ご注意）
1．�株券電子化に伴い、株主様の住所変更、単元未満株式の買取請求その他各種お手続きにつきまして

は、原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座
を開設されている証券会社等にお問合せください。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行）ではお取
り扱いできませんのでご注意ください。

2．�特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託銀行が口座管理機
関となっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）にお問合せください。

　  なお、三菱UFJ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。
3．�未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいたします。

（注）�本書の記載金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 
また、比率は、表示単位未満を四捨五入して表示しております。

株主メモ
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見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。


